






   

（ 2021年10月 1 日から
2022年 9 月30日まで ）

取 扱 商 品 区 分 別 売 上 高
鮮 度 保 持 剤 311,482千円

菓 子 関 連 の 包 装 資 材 お よ び 生 活 用 雑 貨 等 4,348,206千円

菓 子 関 連 の 食 材 等 3,869,508千円

弁 当 関 連 の 資 材 等 （ 容 器 等 ） 165,436千円

そ の 他 149,319千円

合 計 8,843,952千円

（提供書面）

事  業  報  告

１．企業集団の現況
(1) 当事業年度の事業の状況

① 事業の経過および成果
当連結会計年度におけるわが国経済は、新型コロナウイルス感染症の感染者が増減を繰り返す中で、

アフターコロナ・ウイズコロナへの舵を切る一方で、ウクライナ情勢を背景とした資源価格の上昇や金
融情勢の混乱等、先行き不透明な状況が続いております。

当社グループは、2020年３月に発表いたしました「中期経営計画」に基づき、積極的な販促活動を行
い、認知度の向上と新規拡大に努める予定としておりました。しかし、当社年間の最大イベントである
バレンタイン商戦がオミクロン株の流行期と重なり、さらに想定外の小麦粉の高騰、円安による輸入雑
貨等の高騰が追い打ちをかけ、難しい経営判断を迫られる環境となりました。そのような状況を鑑み、
比較的堅調に推移している法人需要（BtoB）に注力した一年となりました。

以上の結果、当連結会計年度の売上高は8,843,952千円、営業利益は551,781千円、経常利益は
584,202千円、親会社株主に帰属する当期純利益は399,980千円となり、営業利益、経常利益および親
会社株主に帰属する当期純利益は過去最高益を達成いたしました。

なお、当連結会計年度より、「収益認識に関する会計基準」（企業会計基準第29号 2020年３月31
日）等を適用しております。そのため、当連結会計年度における経営成績に関する説明は、前連結会計
年度と比較しての前年度比（％）を記載せずに説明しております。

取扱商品区分別の状況は、次のとおりであります。
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区 分 第21期
(2019年９月期)

第22期
(2020年９月期)

第23期
(2021年９月期)

第24期
（当連結会計年度）
(2022年９月期)

売 上 高 (千円) 6,399,923 7,860,026 9,258,198 8,843,952

営 業 利 益 (千円) 317,331 288,892 453,085 551,781

経 常 利 益 (千円) 350,018 320,538 485,231 584,202
親 会 社 株 主 に 帰 属
す る 当 期 純 利 益 (千円) 225,690 263,312 324,645 399,980

１株当たり当期純利益 (円) 20.78 24.21 29.75 37.83

総 資 産 (千円) 4,503,874 5,498,805 5,834,483 5,995,751

純 資 産 (千円) 2,721,130 2,942,882 3,111,393 3,353,214

１ 株 当 た り 純 資 産 (円) 249.37 268.73 288.39 316.49

(2) 財産および損益の状況

（注）１. １株当たり当期純利益は、自己株式を控除した期中平均発行済株式総数により、１株当たり純資産
は、自己株式を控除した期末発行済株式総数により算出しております。

２. 株主資本において自己株式として計上されている株式給付信託制度における信託が保有する自社の株
式は、１株当たり当期純利益の算定上、期中平均株式数の計算において控除する自己株式数に含めて
おり、また、１株当たり純資産の算定上、期末発行済株式総数から控除する自己株式数に含めており
ます。

３. 「収益認識に関する会計基準」（企業会計基準第29号 2020年３月31日）等を当連結会計年度の
期首から適用しており、当連結会計年度に係る各数値については、当該会計基準等を適用した後の数
値となっております。
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③内部統制およびコンプライアンス体制の強化
当社は、企業の社会的責任と継続的発展を図るために、内部統制およびコンプライアンスに

徹底して取り組んでまいります。関係法令・規則の遵守はもとより、お客様の情報管理に対す
るセキュリティーポリシーを確立し、役職員一人ひとりの高い倫理観の醸成、社会良識を持っ
た責任ある行動を目指して社内教育を行ってまいります。また、反社会的勢力との関係に対し
ては、断固たる対応で臨むことにより一切の関係を遮断し、コンプライアンスに則した経営を
行ってまいります。

④リスクマネジメントへの取組み
昨今の事業環境においては、想定を上回る規模の自然災害や未知の感染症の発生、さらには

緊迫する社会情勢等により事業継続計画の重要性が増しております。いかなる状況において
も、被害を最小限にとどめ、正常な事業活動に復旧するまでの時間を最短にできるよう、事業
インフラ、緊急時対応策、各設備の見直しを行ってまいります。また、新型コロナウイルス感
染症のようなパンデミックの発生に関しては社会全体での取り組みが必要となりますが、当社
グループとしても、感染症の発生早期→感染拡大期→蔓延期→回復期を想定し、役職員に向け
て適切な対策を検討してまいります。

(5) 主要な事業内容（2022年９月30日現在）
当社グループは、菓子･パン資材および雑貨等の販売事業を主要な事業としております。

当社 本社：大分県津久見市、物流センター：大分県津久見市

株式会社プティパ 本社：大分県津久見市、工場：宮崎県宮崎市

株式会社ＴＵＫＵＲＵ 本社：東京都渋谷区

周陽商事株式会社 本社：山口県下松市

株式会社ヒラカワ 本社：福岡県福岡市

(6) 主要な営業所および工場（2022年９月30日現在）
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① 発行可能株式総数 21,600,000株

② 発行済株式の総数 11,117,313株（自己株式389,826株を含む）

③ 単元株式数 100株

④ 株主数 5,866名

株 主 名 持 株 数 持 株 比 率

佐 藤 成 一 2,280,200株 21.2％

株 式 会 社 日 本 カ ス ト デ ィ 銀 行 （ 信 託 口 ） 557,600株 5.1％

不 二 製 油 株 式 会 社 556,000株 5.1％

株 式 会 社 シ モ ジ マ 509,400株 4.7％
N O M U R A  P B  N O M I N E E S  L I M I T E D
O M N I B U S - M A R G I N ( C A S H P B ) 358,100株 3.3％

株 式 会 社 S B I 証 券 270,987株 2.5%

児 玉 佳 子 257,900株 2.4％

J P モ ル ガ ン 証 券 株 式 会 社 239,200株 2.2％

日本マスタートラスト信託銀行株式会社（信託口） 221,500株 2.0％

楽 天 証 券 株 式 会 社 158,900株 1.4％

２．会社の現況
(1) 株式の状況（2022年９月30日現在）

⑤ 大株主（上位10名）

（注）１. 当社は、自己株式を389,826株保有しておりますが、上記大株主からは除外しております。また、自
己株式の数は、株式給付信託が保有する当社株式157,900株を含んでおりません。

２. 持株比率は自己株式を控除して計算しております。
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会 社 に お け る 地 位 氏 名 担 当 お よ び 重 要 な 兼 職 の 状 況

代 表 取 締 役 会 長 佐 藤 成 一 株式会社ヒラカワ 代表取締役社長、株式会
社ＴＵＫＵＲＵ 取締役

代 表 取 締 役 社 長 黒 須 綾 希 子 株式会社ＴＵＫＵＲＵ 代表取締役社長、イ
オン九州株式会社 社外取締役

専 務 取 締 役 吉 田 史 大 株式会社プティパ 代表取締役社長、周陽商
事株式会社 代表取締役社長

取 締 役 児 玉 佳 子

取 締 役 江 藤 衆 児 周陽商事株式会社 常務取締役

取 締 役 後 藤 眞 二 郎 総務部長、株式会社ＴＵＫＵＲＵ 取締役

取 締 役 黒 須 則 彦 EC事業部統括責任者

取 締 役
（ 監 査 等 委 員 ・ 常 勤 ） 兒 玉 和 男

取 締 役
（ 監 査 等 委 員 ） 石 井 潤 吉 ＪＡＣＳ 代表者

取 締 役
（ 監 査 等 委 員 ） 岸 原 稔 泰

株式会社グロースアシスト 代表取締役、一
般社団法人Ｓｔａｒｔｕｐ ＧｏＧｏ 代表理
事、ＧｘＰａｒｔｎｅｒｓ 有限責任事業組
合組員、株式会社レボーン 社外取締役、
Ｆ．ＭＥＤ株式会社 監査役

（2) 会社役員の状況
① 取締役の状況（2022年９月30日現在）

（注）１. 監査等委員である取締役の兒玉和男氏、石井潤吉氏および岸原稔泰氏は、社外取締役であります。
２. 監査等委員である取締役の兒玉和男氏は大手メーカーにおける経理および総務等の豊富な経験を有し

ており、財務および会計に関する相当程度の知見を有しております。
３. 監査等委員である取締役の石井潤吉氏および岸原稔泰氏は、金融関係に係るビジネス経験および投資

会社における経験を通じて、財務および会計に関する相当程度の知見を有しております。
４. 情報収集その他監査の実効性を高め監査・監督機能を強化するために兒玉和男氏を常勤の監査等委員

に選定しております。
５. 当社は、兒玉和男氏、石井潤吉氏および岸原稔泰氏を株式会社東京証券取引所および証券会員制法人

福岡証券取引所の定めに基づく独立役員として指定し、両取引所に届け出ております。

② 役員等賠償責任保険契約の内容の概況等
当社は、当社および当社子会社の取締役（監査等委員である取締役を含む）を被保険者とし

て、役員等賠償責任保険契約を締結しており、被保険者である役員がその職務の執行に関し、
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目標（百万円） 実績（百万円） 目標達成率（％）
187 453 241.5

目標達成率 ＝ 前事業年度の連結営業利益の実績値
前事業年度の連結営業利益の目標値

に20百万円を上限として金員を拠出することとなっております。当該株主総会終結時点の取
締役（監査等委員である取締役を除く。）の員数は、６名です。

また、監査等委員である取締役の報酬限度額は、2015年12月19日開催の第17期定時株主
総会でご承認いただいた年額60百万円となっております。当該株主総会終結時点の監査等委
員である取締役の員数は、３名です。

ニ．業績連動報酬「株式給付信託（BBT）」に関する事項
（１）本制度の概要

本制度は、当社が拠出する金員（その上限は上記のとおり。）を原資として当社株式が信託
を通じて取得され、当社の取締役（監査等委員である取締役を除く。）に対して、当社が定め
る役員株式給付規程に従って、業績達成度等に応じて当社株式が信託を通じて給付される業績
連動型の株式報酬制度です。なお、当社の取締役（監査等委員である取締役を除く。）が当社
株式の給付を受ける時期は、原則として取締役の退任時となります。

（２）取締役（監査等委員である取締役を除く。）に給付される当社株式の上限と算定方法
当社は、当社が定める役員株式給付規程に基づき、各取締役（監査等委員である取締役を除

く。）に対し、信託期間中の毎年所定の時期に、業績達成度に応じた係数（0.0～1.2）により
算出したポイントを付与し、各取締役（監査等委員である取締役を除く。）に給付される当社
株式の数は、当該取締役（監査等委員である取締役を除く。）に付与されたポイント数に3.0
を乗じた数とします。

業績連動報酬に係る指標は、当社グループにおける本業の収益力を的確に反映し、中長期的
な企業価値の向上に貢献しうる連結営業利益としております。また、業績連動報酬に係る指標
の目標は、毎事業年度の最初に公表する当社の決算短信の業績予想における連結営業利益とし
ております。

なお、前事業年度の連結営業利益の目標および実績は下記のとおりであります。

（注）上記の目標達成率は、次の算式により計算される率とします。

ホ．取締役の個人別の報酬等の決定の手続きに関する事項
取締役（監査等委員である取締役を除く。）の基本報酬については、株主総会の決議により

決定した報酬の総額の範囲内で、取締役会から委任を受けた代表取締役が決定いたします。権
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出席状況および発言状況
取 締 役
（監査等委員）
兒 玉 和 男

当事業年度に開催された取締役会15回のすべて、また、監査等委員会14回のす
べてに出席いたしました。大手メーカーにおいて長年経理および総務に携わっ
た経験と知見から、経理面、総務面において、取締役会の意思決定の適正性を
確保するための発言を行っております。また、監査等委員会においては適宜必
要な発言を行っております。

取 締 役
（監査等委員）
石 井 潤 吉

当事業年度に開催された取締役会15回のすべて、また、監査等委員会14回のす
べてに出席いたしました。長年にわたる金融機関および投資会社における経験
から、金融・財務管理において、取締役会の意思決定の適正性を確保するため
の発言を行っております。また、監査等委員会においては適宜必要な発言を行
っております。

取 締 役
（監査等委員）
岸 原 稔 泰

当事業年度に開催された取締役会15回のすべて、また、監査等委員会14回のす
べてに出席いたしました。長年にわたる金融機関および投資会社における経験
から、金融・財務管理において取締役会の意思決定の適正性を確保するための
発言を行っております。また、監査等委員会においては適宜必要な発言を行っ
ております。

⑤ 社外役員に関する事項
イ．他の法人等の重要な兼職の状況および当社と当該他の法人等との関係

・監査等委員である取締役石井潤吉氏は、ＪＡＣＳの代表者であります。当社と兼職先との間
には特別の関係はありません。

・監査等委員である取締役岸原稔泰氏は、株式会社グロースアシストの代表取締役、一般社団
法人Ｓｔａｒｔｕｐ ＧｏＧｏの代表理事、ＧｘＰａｒｔｎｅｒｓ有限責任事業組合組員、
株式会社レボーンの社外取締役、Ｆ．ＭＥＤ株式会社の監査役であります。当社と各兼職先
との間には特別の関係はありません。

ロ．当事業年度における主な活動状況

⑥ 責任限定契約の内容の概況
当社と社外取締役である各監査等委員は、会社法第427条第１項の規定に基づき、同法第423

条第１項の損害賠償責任を限定する契約を締結しております。
当該契約に基づく損害賠償責任の限度額は、同法第425条第１項に定める最低責任限度額とし

ております。
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（2022年９月30日現在）
（単位：千円）

科 目 金 額 科 目 金 額
（ 資 産 の 部 ） （ 負 債 の 部 ）

流 動 資 産 4,272,070 流 動 負 債 2,040,792
現 金 及 び 預 金

受取手形及び売掛金

棚 卸 資 産

そ の 他

貸 倒 引 当 金

固 定 資 産

有 形 固 定 資 産

建 物 及 び 構 築 物

機械装置及び運搬具

土 地

リ ー ス 資 産

そ の 他

無 形 固 定 資 産

の れ ん

そ の 他

投 資 そ の 他 の 資 産

繰 延 税 金 資 産

そ の 他

1,801,308

353,898

1,837,761

283,061

△3,960

1,723,681

1,482,742

886,761

155,034

392,744

35,958

12,243

62,432

576

61,856

178,505

67,421

111,084

支払手形及び買掛金 646,772
短 期 借 入 金 740,000
１年内返済予定の長期借入金 146,844
リ ー ス 債 務 13,071
未 払 法 人 税 等 137,872
賞 与 引 当 金 29,361
契 約 負 債 12,885
そ の 他 313,984

固 定 負 債 601,743
長 期 借 入 金 551,312
リ ー ス 債 務 26,211
株 式 給 付 引 当 金 16,454
退職給付に係る負債 7,605
そ の 他 160

負 債 合 計 2,642,536
（ 純 資 産 の 部 ）

株 主 資 本 3,345,179
資 本 金 649,472
資 本 剰 余 金 622,640
利 益 剰 余 金 2,335,214
自 己 株 式 △262,148

新 株 予 約 権 8,035
純 資 産 合 計 3,353,214

資 産 合 計 5,995,751 負 債 純 資 産 合 計 5,995,751

連 結 貸 借 対 照 表
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（2022年９月30日現在）
（単位：千円）

科 目 金 額 科 目 金 額
（資 産 の 部） （負 債 の 部）

流 動 資 産 2,285,904 流 動 負 債 1,413,439
現 金 及 び 預 金
売 掛 金
商 品
貯 蔵 品
未 収 入 金
そ の 他
貸 倒 引 当 金

固 定 資 産
有 形 固 定 資 産
建 物
構 築 物
機 械 及 び 装 置
工 具 器 具 及 び 備 品
リ ー ス 資 産
土 地
そ の 他
無 形 固 定 資 産
ソ フ ト ウ エ ア
電 話 加 入 権
そ の 他
投 資 そ の 他 の 資 産
関 係 会 社 株 式
保 険 積 立 金
繰 延 税 金 資 産
そ の 他

751,855
88,060

1,175,459
7,480

245,708
19,820
△2,480

1,542,291
830,666
477,673
11,830
20,879
8,366
19,529
287,712
4,673
75,918
67,316
244
8,358

635,706
522,818
66,980
28,688
17,218

買 掛 金 335,362
短 期 借 入 金 670,000
１年内返済予定の長期借入金 66,240
リ ー ス 債 務 8,273
未 払 法 人 税 等 87,432
賞 与 引 当 金 13,690
契 約 負 債 12,885
そ の 他 219,555

固 定 負 債 333,398
長 期 借 入 金 305,686
リ ー ス 債 務 13,822
株 式 給 付 引 当 金 13,890

負 債 合 計 1,746,838
（純 資 産 の 部）

株 主 資 本 2,073,321
資 本 金 649,472
資 本 剰 余 金 622,640
資 本 準 備 金 608,831
そ の 他 資 本 剰 余 金 13,808
利 益 剰 余 金 1,063,357
そ の 他 利 益 剰 余 金 1,063,357
特 別 償 却 準 備 金 0
繰 越 利 益 剰 余 金 1,063,357

自 己 株 式 △262,148
新 株 予 約 権 8,035
純 資 産 合 計 2,081,357

資 産 合 計 3,828,195 負 債 純 資 産 合 計 3,828,195

貸 借 対 照 表
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独立監査人の監査報告書
2022年11月22日

株式会社ｃｏｔｔａ
取締役会 御中

太陽有限責任監査法人
九州事務所
指定有限責任社員
業 務 執 行 社 員 公認会計士 沖 聡 ㊞
指定有限責任社員
業 務 執 行 社 員 公認会計士 柴 田 直 子 ㊞

監査意見
当監査法人は、会社法第444条第４項の規定に基づき、株式会社ｃｏｔｔａの2021年10月１日から

2022年９月30日までの連結会計年度の連結計算書類、すなわち、連結貸借対照表、連結損益計算書、連
結株主資本等変動計算書及び連結注記表について監査を行った。
当監査法人は、上記の連結計算書類が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に

準拠して、株式会社ｃｏｔｔａ及び連結子会社からなる企業集団の当該連結計算書類に係る期間の財産及
び損益の状況を、全ての重要な点において適正に表示しているものと認める。

監査意見の根拠
当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査

の基準における当監査法人の責任は、「連結計算書類の監査における監査人の責任」に記載されている。
当監査法人は、我が国における職業倫理に関する規定に従って、会社及び連結子会社から独立しており、
また、監査人としてのその他の倫理上の責任を果たしている。当監査法人は、意見表明の基礎となる十分
かつ適切な監査証拠を入手したと判断している。

その他の記載内容
その他の記載内容は、事業報告及びその附属明細書である。経営者の責任は、その他の記載内容を作成

し開示することにある。また、監査等委員会の責任は、その他の記載内容の報告プロセスの整備及び運用
における取締役の職務の執行を監視することにある。
当監査法人の連結計算書類に対する監査意見の対象にはその他の記載内容は含まれておらず、当監査法

人はその他の記載内容に対して意見を表明するものではない。
連結計算書類の監査における当監査法人の責任は、その他の記載内容を通読し、通読の過程において、

その他の記載内容と連結計算書類又は当監査法人が監査の過程で得た知識との間に重要な相違があるかど
うか検討すること、また、そのような重要な相違以外にその他の記載内容に重要な誤りの兆候があるかど
うか注意を払うことにある。
当監査法人は、実施した作業に基づき、その他の記載内容に重要な誤りがあると判断した場合には、そ

の事実を報告することが求められている。
その他の記載内容に関して、当監査法人が報告すべき事項はない。

連結計算書類に対する経営者及び監査等委員会の責任
経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して連結計算書類

を作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない連結計算書類
を作成し適正に表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。

連結計算書類に係る会計監査報告
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独立監査人の監査報告書
2022年11月22日

株式会社ｃｏｔｔａ
取締役会 御中

太陽有限責任監査法人
九州事務所
指定有限責任社員
業 務 執 行 社 員 公認会計士 沖 聡 ㊞
指定有限責任社員
業 務 執 行 社 員 公認会計士 柴 田 直 子 ㊞

監査意見
当監査法人は、会社法第436条第２項第１号の規定に基づき、株式会社ｃｏｔｔａの2021年10月１日

から2022年９月30日までの第24期事業年度の計算書類、すなわち、貸借対照表、損益計算書、株主資
本等変動計算書及び個別注記表並びにその附属明細書（以下「計算書類等」という。）について監査を行
った。
当監査法人は、上記の計算書類等が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準

拠して、当該計算書類等に係る期間の財産及び損益の状況を、全ての重要な点において適正に表示してい
るものと認める。

監査意見の根拠
当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査

の基準における当監査法人の責任は、「計算書類等の監査における監査人の責任」に記載されている。当
監査法人は、我が国における職業倫理に関する規定に従って、会社から独立しており、また、監査人とし
てのその他の倫理上の責任を果たしている。当監査法人は、意見表明の基礎となる十分かつ適切な監査証
拠を入手したと判断している。

その他の記載内容
その他の記載内容は、事業報告及びその附属明細書である。経営者の責任は、その他の記載内容を作成

し開示することにある。また、監査等委員会の責任は、その他の記載内容の報告プロセスの整備及び運用
における取締役の職務の執行を監視することにある。
当監査法人の計算書類等に対する監査意見の対象にはその他の記載内容は含まれておらず、当監査法人

はその他の記載内容に対して意見を表明するものではない。
計算書類等の監査における当監査法人の責任は、その他の記載内容を通読し、通読の過程において、そ

の他の記載内容と計算書類等又は当監査法人が監査の過程で得た知識との間に重要な相違があるかどうか
検討すること、また、そのような重要な相違以外にその他の記載内容に重要な誤りの兆候があるかどうか
注意を払うことにある。
当監査法人は、実施した作業に基づき、その他の記載内容に重要な誤りがあると判断した場合には、そ

の事実を報告することが求められている。
その他の記載内容に関して、当監査法人が報告すべき事項はない。

計算書類に係る会計監査報告
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監 査 報 告 書
当監査等委員会は、2021年10月１日から2022年９月30日までの第24期事業年度の取締役

の職務の執行について監査いたしました。その方法及び結果につき以下のとおり報告いたしま
す。

１．監査の方法及びその内容
監査等委員会は、会社法第399条の13第１項第１号ロ及びハに掲げる事項に関する取締

役会決議の内容並びに当該決議に基づき整備されている体制(内部統制システム)について取
締役及び使用人等からその構築及び運用の状況について定期的に報告を受け、必要に応じて
説明を求め、意見を表明するとともに、下記の方法で監査を実施しました。
①監査等委員会が定めた監査の方針、職務の分担等に従い、会社の内部監査部門と連携の
上、重要な会議に出席し、取締役及び使用人等からその職務の執行に関する事項の報告
を受け、必要に応じて説明を求め、重要な決裁書類等を閲覧し、本社及び主要な事業所
において業務及び財産の状況を調査いたしました。また、子会社については、子会社の
取締役及び監査役等と意思疎通及び情報の交換を図り、必要に応じて子会社から事業の
報告を受けました。
②会計監査人が独立の立場を保持し、かつ、適正な監査を実施しているかを監視及び検証
するとともに、会計監査人からその職務の執行状況について報告を受け、必要に応じて
説明を求めました。また、会計監査人から「職務の遂行が適正に行われることを確保す
るための体制」（会社計算規則第131条各号に掲げる事項）を「監査に関する品質管理
基準」（2005年10月28日企業会計審議会）等に従って整備している旨の通知を受
け、必要に応じて説明を求めました。

以上の方法に基づき、当該事業年度に係る事業報告及びその附属明細書、計算書類（貸借
対照表、損益計算書、株主資本等変動計算書及び個別注記表）及びその附属明細書並びに連
結計算書類（連結貸借対照表、連結損益計算書、連結株主資本等変動計算書及び連結注記
表）について検討いたしました。

監査等委員会の監査報告
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現行定款 変 更 案
（株主総会参考書類等のインターネット開示
とみなし提供）
第14条 当会社は、株主総会の招集に際し、
株主総会参考書類、事業報告、計算書類およ
び連結計算書類に記載または表示すべき事項
に係る情報を、法務省令に定めるところに従
いインターネットを利用する方法で開示する
ことにより、株主に対して提供したものとみ
なすことができる。

（削除）

株主総会参考書類
第１号議案 定款一部変更の件
1．変更の理由
「会社法の一部を改正する法律」（令和元年法律第70号）附則第１条ただし書きに規定する改
正規定が2022年９月１日に施行され、株主総会資料の電子提供制度が導入されたことに伴い、
次のとおり当社定款を変更するものであります。
（１）変更案第14条第１項は、株主総会参考書類等の内容である情報について、電子提供措置

をとる旨を定めるものであります。
（２）変更案第14条第２項は、書面交付請求をした株主に交付する書面に記載する事項の範囲

を限定するための規定を設けるものであります。
（３）参考書類等のウェブ開示の規定（現行定款第14条）は不要となるため、これを削除する

ものであります。
（４）上記の削除に伴い、経過措置に関する附則を設けるものであります。

２．変更の内容
変更の内容は、次のとおりであります。

（下線は変更部分を示します。）
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候補者番号 氏名（生年月日） 略歴、当社における地位及び担当（重要な兼職の状況） 所有する当社の株式数

再 任

1
さ

佐
 

とう

藤
 

せい

成
 

いち

一
（1958年１月15日）

    1980年    4 月 株式会社三星入社
    1983年    4 月 鳥繁産業所入社
    1992年    6 月 同社取締役
    1998年    12月 当社設立

当社代表取締役社長
    2020年    1 月 当社代表取締役会長（現任） 2,280,200株

（重要な兼職の状況）
株式会社ヒラカワ代表取締役社長
株式会社ＴＵＫＵＲＵ取締役

候補者番号 氏名（生年月日） 略歴、当社における地位及び担当（重要な兼職の状況） 所有する当社の株式数

再 任

2
くろ

黒
 

す

須
 

あ

綾
き

希
こ

子
（1984年８月27日）

    2007年    4 月 株式会社インテリジェンス入社
    2010年    4 月 当社入社
    2014年    1 月 株式会社ＴＵＫＵＲＵ入社
    2016年    12月 当社取締役
    2020年    1 月 当社代表取締役社長（現任）

86,300株（重要な兼職の状況）
株式会社ＴＵＫＵＲＵ代表取締役社長
イオン九州株式会社社外取締役

第２号議案 取締役（監査等委員である取締役を除く。）７名選任の件
取締役（監査等委員である取締役を除く。以下、本議案において同じ。）全員（７名）は、本
総会終結の時をもって任期満了となります。
つきましては、取締役７名の選任をお願いするものであります。なお、本議案につきまして
は、監査等委員会の同意を得ております。
取締役候補者は次のとおりであります。
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候補者番号 氏名（生年月日） 略歴、当社における地位及び担当（重要な兼職の状況） 所有する当社の株式数

再 任

6
ご

後
 

とう

藤
 

しん

眞
じ

二
ろう

郎
（1963年９月５日）

    1988年    4 月 株式会社エドウイン入社
    2001年    9 月 株式会社庄司酒店入社
    2002年    9 月 有限会社ビデオアクティブつくみ入社
    2003年    9 月 当社入社
    2005年    12月 当社取締役データ管理担当
    2012年    5 月 当社取締役総務部長（現任） 22,113株
（重要な兼職の状況）
株式会社ＴＵＫＵＲＵ取締役

候補者番号 氏名（生年月日） 略歴、当社における地位及び担当（重要な兼職の状況） 所有する当社の株式数

再 任

7
くろ

黒
 

す

須
 

のり

則
 

ひこ

彦
（1984年10月６日）

    2007年    4 月 ユアサ商事株式会社入社
    2011年    9 月 アクセンチュア株式会社入社
    2016年    6 月 株式会社ＴＵＫＵＲＵ入社
    2021年    6 月 当社EC事業部統括責任者兼務（現任）
2021年12月 当社取締役（現任）

32,300株

（注）１．各候補者と当社との間には特別の利害関係はありません。
２．当社は、保険会社との間で会社法第430条の３第１項に規定する役員等賠償責任保険を締
結しており、当該保険契約の内容の概要は、事業報告の11頁に記載のとおりです。取締役
候補者の選任が承認されますと、引き続き当該保険契約の被保険者に含められることとな
ります。
また、当該保険契約は次回更新時においての同内容での更新を予定しております。

以上
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